
市第107号 

 

 

 

 
市第 107 号議案 

   横浜市介護保険条例の一部改正 

 横浜市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和６年２月９日提出 

                 横浜市長 山 中 竹 春 

横浜市条例（番号） 

   横浜市介護保険条例の一部を改正する条例 

 横浜市介護保険条例（平成12年３月横浜市条例第27号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条の２の次に次の１条を加える。 

 （保健福祉事業） 

第３条の３ 横浜市は、保健福祉事業として、要介護被保険者を現  

 に介護する者の支援のために必要な事業その他の必要な事業を行 

 う。 

２ 前項の事業に関して必要な事項は、市長が定める。 

 第４条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改め、同条第１号中「19,500円」を「15,880円

」に改め、同条第２号中「27,300円」を「27,000円」に改め、同条

第３号中「46,800円」を「46,470円」に改め、同条第４号中「70,2 

00円」を「71,490円」に改め、同条第５号中「78,000円」を「79,4 

40円」に改め、同条第６号中「83,460円」を「85,000円」に改め、

同号ア中「第38条第１項第１号ハ」を「第38条第１項第６号イ」に

改め、同号イ中「又は第14号イ」を「、第14号イ、第15号イ、第16

号イ又は第17号イ」に改め、同条第７号中「85,800円」を「87,380

円」に改め、同号イ中「又は第14号イ」を「、第14号イ、第15号イ
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、第16号イ又は第17号イ」に改め、同条第８号中「99,060円」を「

100,880 円」に改め、同号ア中「 2,500,000 円」を「 2,100,000 円

」に改め、同号イ中「又は第14号イ」を「、第14号イ、第15号イ、

第16号イ又は第17号イ」に改め、同条第15号中「 234,000 円」を「

278,040 円」に改め、同号を同条第18号とし、同条第14号中「218, 

400 円」を「 258,180 円」に改め、同号ア中「15,000,000円以上20 

,000,000円未満」を「20,000,000円以上30,000,000円未満」に改め

、同号を同条第17号とし、同条第13号中「 202,800 円」を「238,32 

0 円」に改め、同号ア中「15,000,000円」を「20,000,000円」に改

め、同号を同条第16号とし、同条第12号中「 177,840 円」を「198, 

600 円」に改め、同号ア中「 7,000,000 円」を「 7,200,000 円」に

改め、同号イ中「第14号イ」を「第17号イ」に改め、同号を同条第

15号とし、同条第11号中「 152,880 円」を「 154,900 円」に改め、

同号ア中「 5,000,000 円以上 7,000,000 円未満」を「 4,200,000 円

以上 5,200,000 円未満」に改め、同号イ中「第13号イ又は第14号イ

」を「第14号イ、第15号イ、第16号イ又は第17号イ」に改め、同号

を同条第12号とし、同号の次に次の２号を加える。 

(13) 次のいずれかに該当する者 170,790 円 

  ア 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が 

5,200,000 円以上 6,200,000 円未満であり、かつ、前各号の 

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ  

 の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない 

 状態となるもの（令第39条第１項第１号イ（(1)に係る部分を 

除く。）、次号イ、第15号イ、第16号イ又は第17号イに該当
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する者を除く。） 

(14) 次のいずれかに該当する者 186,680 円 

  ア 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が 

6,200,000 円以上 7,200,000 円未満であり、かつ、前各号の 

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ  

 の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない 

 状態となるもの（令第39条第１項第１号イ（(1)に係る部分を 

除く。）、次号イ、第16号イ又は第17号イに該当する者を除

く。） 

 第４条第10号中「 131,820 円」を「 139,020 円」に改め、同号ア

中「 3,500,000 円以上 5,000,000 円未満」を「 3,200,000 円以上4, 

200,000 円未満」に改め、同号イ中「、第12号イ」を削り、「又は

第14号イ」を「、第14号イ、第15号イ、第16号イ又は第17号イ」に

改め、同号を同条第11号とし、同条第９号中「 120,900 円」を「12 

3,130 円」に改め、同号ア中「 3,500,000 円」を「 3,200,000 円」

に改め、同号イ中「、第11号イ」を削り、「又は第14号イ」を「、

第14号イ、第15号イ、第16号イ又は第17号イ」に改め、同号を同条

第10号とし、同条第８号の次に次の１号を加える。 

(9) 次のいずれかに該当する者 103,270 円 

  ア 当該保険料の賦課期日の属する年の前年の合計所得金額が 

2,100,000 円以上 2,500,000 円未満であり、かつ、前各号の 

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこ  

 の号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない 
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 状態となるもの（令第39条第１項第１号イ（(1)に係る部分を 

除く。）、次号イ、第11号イ、第12号イ、第13号イ、第14号

イ、第15号イ、第16号イ又は第17号イに該当する者を除く。

）   

第６条第１項の表を次のように改める。 

 ６月期の納付額   
７月期から３月   

期までの納付額   

第４条第１号に該当する者       1,660円    1,580円 

第４条第２号に該当する者       2,700円    2,700円 

第４条第３号に該当する者       4,710円    4,640円 

第４条第４号に該当する者       7,230円       7,140円 

第４条第５号に該当する者       7,980円       7,940円 

第４条第６号に該当する者       8,500円       8,500円 

第４条第７号に該当する者       8,810円    8,730円 

第４条第８号に該当する者                     10,160円         10,080円 

第４条第９号に該当する者                     10,390円         10,320円 

第４条第10号に該当する者                     12,340円         12,310円 

第４条第11号に該当する者                     13,920円                  13,900円 

第４条第12号に該当する者                     15,490円         15,490円 

第４条第13号に該当する者                     17,160円         17,070円 

第４条第14号に該当する者                     18,740円         18,660円 

第４条第15号に該当する者                     19,860円         19,860円 

第４条第16号に該当する者                     23,850円         23,830円 

第４条第17号に該当する者                     25,890円         25,810円 
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第４条第18号に該当する者                     27,840円         27,800円 

 
 

 別表健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）

附則第 130 条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものと

された同法第26条の規定による改正前の法第 107 条の２第４項にお

いて準用する法第 107 条第１項の規定に基づく指定介護療養型医療

施設の指定の更新の申請の項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率及び

各納期ごとの保険料の納付額については、なお従前の例による。 

 

   提 案 理 由 

 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率を定め

るとともに、保健福祉事業を実施する等のため、横浜市介護保険条

例の一部を改正したいので提案する。 
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 参  考  

   横 浜 市 介 護 保 険 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案     
                    (下 段  現  行)   

 （ 保 健 福 祉 事 業 ） 
 

第 ３ 条 の ３  横 浜 市 は 、 保 健 福 祉 事 業 と し て 、 要 介 護 被 保 険 者 を 現 
 

 に 介 護 す る 者 の 支 援 の た め に 必 要 な 事 業 そ の 他 の 必 要 な 事 業 を 行 
 

 う 。 
 

２  前 項 の 事 業 に 関 し て 必 要 な 事 項 は 、 市 長 が 定 め る 。 
 

 （ 保 険 料 率 ） 

    令 和 ６ 年 度 か ら 令 和 ８ 年 度 ま で 
第 ４ 条                の 各 年 度 に お け る 保 険 料 率 
    令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ５ 年 度 ま で 

 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 第 １ 号 被 保 険 者 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 当 該 

 各 号 に 定 め る 額 と す る 。 

                   15,880 円 
 (1)  令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者 
                   19,500 円 

                   27,000 円 
 (2)  令 第 39 条 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲 げ る 者 
                   27,300 円 

                   46,470 円 
 (3)  令 第 39 条 第 １ 項 第 ３ 号 に 掲 げ る 者 
                   46,800 円 

                    71,490 円 
 (4)  令 第 39 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 者 
                   70,200 円 

                   79,440 円  
 (5)    令 第 39 条 第 １ 項 第 ５ 号 に 掲 げ る 者 
                          78,000 円 

                85,000 円  
 (6)  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
                83,460 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 

    第 38 条 第 １ 項 第 ６ 号 イ 
   令           に 規 定 す る 合 計 所 得 金 額 を い う 。 以  
    第 38 条 第 １ 項 第 １ 号 ハ 

   下 同 じ 。 ） が 1,200,000 円 未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず れ 

   に も 該 当 し な い も の 

  イ  要 保 護 者 （ 生 活 保 護 法 （ 昭 和 25 年 法 律 第 144 号 ） 第 ６ 条 第 

   ２ 項 に 規 定 す る 要 保 護 者 又 は 中 国 残 留 邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 

   促 進 並 び に 永 住 帰 国 し た 中 国 残 留 邦 人 等 及 び 特 定 配 偶 者 の 自 
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   立 の 支 援 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ６ 年 法 律 第 30 号 ） 第 14 条 第 １ 項 

   に 規 定 す る 支 援 給 付 （ 中 国 残 留 邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 促 進 及 

   び 永 住 帰 国 後 の 自 立 の 支 援 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 

   律 （ 平 成 19 年 法 律 第 127 号 ） 附 則 第 ４ 条 第 １ 項 及 び 中 国 残 留 

   邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 促 進 及 び 永 住 帰 国 後 の 自 立 の 支 援 に 関 

   す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 25 年 法 律 第 106 号 ） に 

   よ る 改 正 前 の 中 国 残 留 邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 促 進 及 び 永 住 帰 

   国 後 の 自 立 の 支 援 に 関 す る 法 律 第 14 条 第 １ 項 に 規 定 す る 支 援 

   給 付 を 含 む 。 以 下 「 支 援 給 付 」 と い う 。 ） を 必 要 と す る 状 態 

   に あ る 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 

   保 険 料 額 に つ い て こ の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 

   保 護 （ 生 活 保 護 法 第 ２ 条 に 規 定 す る 保 護 又 は 支 援 給 付 を い う 

   。 以 下 同 じ 。 ） を 必 要 と し な い 状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 

   １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 除 く 。 ） 、 次 号 イ 、 第 ８ 号 イ 

                            、 第 
、 第 ９ 号 イ 、 第 10 号 イ 、 第 11 号 イ 、 第 12 号 イ 、 第 13 号 イ 

                            又 は 

   14 号 イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ 
                      に 該 当 す る 者 を 除 
   第 14 号 イ 

く 。 ） 

                87,380 円 
 (7)  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
                85,800 円 

   （ ア 省 略 ） 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 

の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 

状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 

除 く 。 ） 、 次 号 イ 、 第 ９ 号 イ 、 第 10 号 イ 、 第 11 号 イ 、 第 12 号 

         、 第 14 号 イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ 
   イ 、 第 13 号 イ 
         又 は 第 14 号 イ 

   に 該 当 す る 者 を 除 く 。 ） 
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                100,880 円 
 (8)  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
                 99,060 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

          2,100,000 円 
1,600,000 円 以 上      未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 

          2,500,000 円 

   れ に も 該 当 し な い も の 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 

の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 

状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 

除 く 。 ） 、 次 号 イ 、 第 10 号 イ 、 第 11 号 イ 、 第 12 号 イ 、 第 13 号 

    、 第 14 号 イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ 
   イ                      に 該 当 す る 
    又 は 第 14 号 イ                    

   者 を 除 く 。 ） 

 (9)  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者  103,270 円 
 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 
 

   2,100,000 円 以 上 2,500,000 円 未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
 

   れ に も 該 当 し な い も の 
 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 
 

   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 
 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 
 

   除 く 。 ） 、 次 号 イ 、 第 11 号 イ 、 第 12 号 イ 、 第 13 号 イ 、 第 14 号 
    

   イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ に 該 当 す る 者 を 除 く 。 
 

   ） 
 

 (10)               123,130 円 
   次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
 (9)               120,900 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

          3,200,000 円 
   2,500,000 円 以 上      未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
          3,500,000 円 

   れ に も 該 当 し な い も の 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 
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   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 

                          、 第 14 号 
   除 く 。 ） 、 次 号 イ      、 第 12 号 イ 、 第 13 号 イ 
           、 第 11 号 イ           又 は 第 14  

   イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ 
                    に 該 当 す る 者 を 除 く 。 
   号 イ 

   ） 

 (11)               139,020 円 
   次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
 (10)               131,820 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

   3,200,000 円 以 上 4,200,000 円 未 満 
                 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
   3,500,000 円 以 上 5,000,000 円 未 満 

   れ に も 該 当 し な い も の 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 

   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 

                     、 第 14 号 イ 、 第 15 号 
   除 く 。 ） 、 次 号 イ      、 第 13 号 イ 
           、 第 12 号 イ      又 は 第 14 号 イ 

   イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ 
               に 該 当 す る 者 を 除 く 。 ） 
 

 (12)               154,900 円 
   次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
 (11)               152,880 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

   4,200,000 円 以 上 5,200,000 円 未 満 
                 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
   5,000,000 円 以 上 7,000,000 円 未 満 

   れ に も 該 当 し な い も の 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 

   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 

            第 14 号 イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17  
   除 く 。 ） 、 次 号 イ 、                

          第 13 号 イ 又 は 第 14 号 イ 

   号 イ 
     に 該 当 す る 者 を 除 く 。 ） 
     

 (13)  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者  170,790 円 
                  

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 
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   5,200,000 円 以 上 6,200,000 円 未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
                

   れ に も 該 当 し な い も の 
 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 
 

   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 
 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 
 

   除 く 。 ） 、 次 号 イ 、 第 15 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ に 該 当 
    

   す る 者 を 除 く 。 ） 
 

 (14)  次 の い ず れ か に 該 当 す る 者  186,680 円 
                 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 
 

   6,200,000 円 以 上 7,200,000 円 未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
                

   れ に も 該 当 し な い も の 
 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 
 

   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 
 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 
 

   除 く 。 ） 、 次 号 イ 、 第 16 号 イ 又 は 第 17 号 イ に 該 当 す る 者 を 除 
    

   く 。 ） 
 

 (15)               198,600 円 
   次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
 (12)               177,840 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

   7,200,000 円    
        以 上 10,000,000 円 未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
   7,000,000 円    

   れ に も 該 当 し な い も の 

  イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者 が 課 さ れ る 保 険 料 額 に つ い て こ 

   の 号 の 区 分 に よ る 額 を 適 用 さ れ た な ら ば 保 護 を 必 要 と し な い 

   状 態 と な る も の （ 令 第 39 条 第 １ 項 第 １ 号 イ （ (1) に 係 る 部 分 を 

             第 17 号 イ 
   除 く 。 ） 、 次 号 イ 又 は     に 該 当 す る 者 を 除 く 。 ） 
             第 14 号 イ 

 (16)               238,320 円 
   次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 
 (13)               202,800 円 
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  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

          20,000,000 円    
   10,000,000 円 以 上      未 満 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
          15,000,000 円 

   れ に も 該 当 し な い も の 

   （ イ 省 略 ） 

(17)               258,180 円 
 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 

 (14)               218,400 円 

  ア  当 該 保 険 料 の 賦 課 期 日 の 属 す る 年 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 が 

   20,000,000 円 以 上 30,000,000 円 未 満 
                 で あ り 、 か つ 、 前 各 号 の い ず 
   15,000,000 円 以 上 20,000,000 円 未 満 

   れ に も 該 当 し な い も の 

   （ イ 省 略 ） 

 (18)                  278,040 円 
   前 各 号 の い ず れ に も 該 当 し な い 者 
 (15)                  234,000 円 

 （ 普 通 徴 収 に 係 る 各 納 期 の 保 険 料 納 付 額 ） 

第 ６ 条  各 納 期 の 保 険 料 の 納 付 額 は 、 そ れ ぞ れ 次 の 表 に 掲 げ る 額 と 

す る 。 

 ６月期の納付額   
７月期から３月   

期までの納付額   

第４条第１号に該当する者       1,660円    1,580円 

第４条第２号に該当する者       2,700円    2,700円 

第４条第３号に該当する者       4,710円    4,640円 

第４条第４号に該当する者       7,230円       7,140円 

第４条第５号に該当する者       7,980円       7,940円 

第４条第６号に該当する者       8,500円       8,500円 

第４条第７号に該当する者       8,810円    8,730円 

第４条第８号に該当する者                     10,160円   10,080円 

第４条第９号に該当する者                     10,390円   10,320円 

45



市第107号 

第４条第10号に該当する者                     12,340円   12,310円 

第４条第11号に該当する者                     13,920円   13,900円 

第４条第12号に該当する者                     15,490円   15,490円 

第４条第13号に該当する者                     17,160円   17,070円 

第４条第14号に該当する者                     18,740円   18,660円 

第４条第15号に該当する者                     19,860円   19,860円 

第４条第16号に該当する者         23,850円   23,830円 

第４条第17号に該当する者      25,890円   25,810円 

第４条第18号に該当する者      27,840円   27,800円 

                              
 

 ６月期の納付額   
７月期から３月   

期までの納付額   

第４条第１号に該当する者       1,950円    1,950円 

第４条第２号に該当する者       2,730円    2,730円 

第４条第３号に該当する者       4,680円    4,680円 

第４条第４号に該当する者       7,020円       7,020円 

第４条第５号に該当する者       7,800円       7,800円 

第４条第６号に該当する者       8,400円       8,340円 

第４条第７号に該当する者       8,580円    8,580円 

第４条第８号に該当する者       9,960円    9,900円 

第４条第９号に該当する者      12,090円   12,090円 

第４条第10号に該当する者      13,200円   13,180円 

第４条第11号に該当する者      15,360円   15,280円 

第４条第12号に該当する者      17,820円   17,780円 
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第４条第13号に該当する者      20,280円   20,280円 

第４条第14号に該当する者      21,840円   21,840円 

第４条第15号に該当する者      23,400円   23,400円 

 

   （ 第 ２ 項 省 略 ）   

別 表 （ 第 19 条 第 １ 項 ） 

 

  手数料の徴収に係る申請等    手 数 料 の 名 称    手 数 料 の 額   

（省    略）      

                             

健康保険法等の一部を改正す  

                    

る法律（平成18年法律第83号  

               

）附則第130条の２第１項の  

               

規定によりなおその効力を有  

               

するものとされた同法第26条  

              

の規定による改正前の法第10  

               

7条の２第４項において準用  

               

する法第107条第１項の規定  

              

に基づく指定介護療養型医療  

              

施設の指定の更新の申請   

           

指定介護療養型医療施  

           

設指定更新申請手数料  

  １件につき 25,000円  

  １件につき 25,000円  
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